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1. 平成27年5月期第1四半期の連結業績（平成26年6月1日～平成26年8月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年5月期第1四半期 628 △0.7 △563 ― △535 ― △529 ―
26年5月期第1四半期 632 66.1 △429 ― △413 ― △398 ―

（注）包括利益 27年5月期第1四半期 △442百万円 （―％） 26年5月期第1四半期 △402百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年5月期第1四半期 △29.41 ―
26年5月期第1四半期 △22.17 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

27年5月期第1四半期 13,093 4,310 32.7
26年5月期 11,899 4,730 39.5
（参考）自己資本 27年5月期第1四半期 4,282百万円 26年5月期 4,702百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年5月期 ― 0.00 ― 7.00 7.00
27年5月期 ―
27年5月期（予想） 0.00 ― 10.00 10.00

3. 平成27年 5月期の連結業績予想（平成26年 6月 1日～平成27年 5月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,340 11.9 △340 ― △325 ― △325 ― △18.04
通期 14,600 3.5 800 37.2 840 37.6 720 40.4 39.97



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 
（注）詳細は、添付資料Ｐ.３「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 （２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧下さい。 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．３「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 （３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧下さい。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外でありますが、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸
表に対する四半期レビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関す
る説明」をご覧ください。 

※ 注記事項

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年5月期1Q 18,739,041 株 26年5月期 18,739,041 株
② 期末自己株式数 27年5月期1Q 724,756 株 26年5月期 724,756 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年5月期1Q 18,014,285 株 26年5月期1Q 17,968,221 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間（平成26年６月～平成26年８月）における当社グループの経営成績は、東日本大震災

の復興関連業務の需要や民間の取引も好調に推移したことにより、受注高は4,327百万円（前年同期は3,570百万

円）となりました。

 売上高につきましては628百万円（前年同期は632百万円）となり、営業損益は563百万円の損失（前年同期は429

百万円の損失）、経常損益は535百万円の損失（前年同期は413百万円の損失）となりました。

 四半期純損益につきましては529百万円の損失（前年同期は398百万円の損失）となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は13,093百万円であり、前連結会計年度末に比較して1,193百万円の増加

となりました。その主な要因は流動資産の1,111百万円の増加であり、建設コンサルタント業務に係るたな卸資産

（未成業務支出金）1,523百万円の増加等であります。

 負債合計は8,783百万円であり、前連結会計年度末に比較して1,614百万円の増加となりました。その主な要因は

短期借入金1,150百万円の増加であります。

 純資産合計は4,310百万円であり、前連結会計年度末に比較して420百万円の減少となりました。その主な要因は

四半期純損失529百万円の計上等による利益剰余金508万円の減少であります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 当社グループの第２四半期連結累計期間及び通期業績予想につきましては、引き続き、当社は「まちづくりのソ

リューション企業」として復興に貢献していくとともに、公有地アセットマネジメント業務、都市再生業務、環境

関連業務などを重点分野と位置づけ積極的な営業活動を展開するとともに、国土強靭化や公共施設マネジメントな

どの新たな領域開拓にも努めてまいります。一方で、コスト管理を従来にも増して徹底し利益の向上に努めてまい

ります。このような環境のもと、平成26年７月８日に公表した業績予想に変更はありません。

 

 なお、当社グループの売上高（事業ソリューション業務売上高を除く）は、第４四半期連結会計期間に完成する

業務の割合が大きいため、第１、第２、第３四半期連結会計期間までの各四半期連結会計期間の売上高に比べ第４

四半期連結会計期間の売上高が増加する傾向にあり、業績に季節的変動があります。 

 また、まちづくりのソリューション企業として、地理空間情報業務、環境業務、まちづくり業務、設計業務及び

事業ソリューション業務を総合的に営む単一事業の企業集団であるため、セグメント情報は記載しておりません。

 

（注）本資料に記載されている業績見通しは、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもの  

であり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（税金費用の計算）

 税金費用については、当社及び一部の連結子会社については当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率

を乗じて計算しております。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎とな

る債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支

払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が147,642千円減少し、利益剰余金が

147,642千円増加しております。なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年５月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年８月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,443,378 1,665,564 

受取手形及び売掛金 2,531,566 1,329,334 

未成業務支出金 1,478,166 3,001,835 

販売用不動産 369,018 369,018 

事業ソリューション業務支出金 1,991,344 2,333,929 

その他 76,456 301,415 

貸倒引当金 △92 △58 

流動資産合計 7,889,840 9,001,039 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 2,500,902 2,518,065 

減価償却累計額 △1,488,514 △1,506,549 

建物及び構築物（純額） 1,012,388 1,011,515 

機械装置及び運搬具 684,434 684,434 

減価償却累計額 △502,575 △509,148 

機械装置及び運搬具（純額） 181,859 175,286 

土地 1,201,390 1,201,390 

その他 665,614 688,030 

減価償却累計額 △484,168 △500,936 

その他（純額） 181,445 187,094 

有形固定資産合計 2,577,083 2,575,286 

無形固定資産    

ソフトウエア 67,491 61,015 

その他 500 900 

無形固定資産合計 67,991 61,915 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,100,757 1,186,531 

その他 339,656 279,034 

貸倒引当金 △95,223 △26,849 

投資その他の資産合計 1,345,190 1,438,716 

固定資産合計 3,990,265 4,075,919 

繰延資産    

社債発行費 19,691 16,791 

繰延資産合計 19,691 16,791 

資産合計 11,899,797 13,093,750 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年５月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年８月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 952,788 411,586 

短期借入金 50,000 1,200,000 

1年内返済予定の長期借入金 1,223,289 1,310,829 

1年内償還予定の社債 315,000 315,000 

未払法人税等 60,442 15,467 

未成業務受入金 1,177,878 2,047,929 

賞与引当金 95,366 19,646 

その他 443,832 493,252 

流動負債合計 4,318,599 5,813,712 

固定負債    

社債 420,000 420,000 

長期借入金 1,257,121 1,509,375 

退職給付に係る負債 830,895 649,520 

環境対策引当金 12,908 12,908 

資産除去債務 35,301 39,797 

その他 294,021 338,417 

固定負債合計 2,850,248 2,970,018 

負債合計 7,168,848 8,783,731 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,131,733 2,131,733 

資本剰余金 1,114,122 1,114,122 

利益剰余金 1,564,792 1,056,559 

自己株式 △108,253 △108,253 

株主資本合計 4,702,394 4,194,161 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 236,456 293,317 

為替換算調整勘定 6,050 6,093 

退職給付に係る調整累計額 △242,203 △211,426 

その他の包括利益累計額合計 303 87,985 

新株予約権 24,811 24,811 

少数株主持分 3,440 3,061 

純資産合計 4,730,948 4,310,019 

負債純資産合計 11,899,797 13,093,750 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年６月１日 

 至 平成25年８月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年６月１日 
 至 平成26年８月31日) 

売上高 632,664 628,496 

売上原価 490,506 533,809 

売上総利益 142,158 94,687 

販売費及び一般管理費 571,652 657,857 

営業損失（△） △429,493 △563,170 

営業外収益    

受取利息 470 671 

受取配当金 1,194 1,101 

受取保険金及び配当金 6,831 － 

有価証券売却益 9,523 30,312 

受取品貸料 15,904 5,971 

その他 6,299 6,874 

営業外収益合計 40,224 44,931 

営業外費用    

支払利息 20,944 12,385 

その他 3,705 5,110 

営業外費用合計 24,650 17,495 

経常損失（△） △413,919 △535,735 

特別利益    

投資有価証券売却益 13,512 3 

特別利益合計 13,512 3 

特別損失    

固定資産除却損 86 － 

投資有価証券売却損 279 122 

特別損失合計 365 122 

税金等調整前四半期純損失（△） △400,773 △535,854 

法人税等 △2,286 △5,861 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △398,487 △529,992 

少数株主損失（△） △166 △217 

四半期純損失（△） △398,320 △529,774 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年６月１日 

 至 平成25年８月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年６月１日 
 至 平成26年８月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △398,487 △529,992 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △5,178 56,861 

為替換算調整勘定 1,177 43 

退職給付に係る調整額 － 30,777 

その他の包括利益合計 △4,000 87,681 

四半期包括利益 △402,488 △442,310 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △402,321 △442,092 

少数株主に係る四半期包括利益 △166 △217 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

 当社グループは、地理空間情報業務、環境業務、まちづくり業務、設計業務及び事業ソリューション業務を総合的

に営む単一事業の企業集団であるため、記載を省略しております。

 

（重要な後発事象）

新株予約権の付与

 当社は、平成26年８月28日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238条および第240条の規定に基づ

き、当社取締役に対して株式報酬型ストックオプションとして発行することを決議した新株予約権を以下のとおり

付与いたしました。

(1) 新株予約権の割当日 平成26年９月12日

(2) 新株予約権の数 112個

(3) 新株予約権の目的となる株式の種類および数 当社普通株式 112,000株

(4) 新株予約権の払込金額 １株当たり314円

(5) 新株予約権行使時の払込金額 １株当たり１円

(6) 新株予約権の割当対象者 当社取締役６名

(7) 新株予約権を行使することができる期間 平成26年９月12日から平成56年９月11日まで

(8) 新株予約権の行使により株式を発行する場合にお

ける増加する資本金および資本準備金に関する事

項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において

増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額

とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において

増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増

加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減

じた金額とする。

(9) 新株予約権の行使の条件 ①各新株予約権の全部または一部行使ができるものとす

る。

②新株予約権者は、株式会社オオバの取締役の地位を喪

失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使す

ることができる。

③その他の行使の条件は、「新株予約権割当契約書」に

定めるところによる。

(10)新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。
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４．補足情報

（生産、受注及び販売の状況）

 当第１四半期連結累計期間（自平成26年６月１日 至平成26年８月31日）

 当社グループは、地理空間情報業務、環境業務、まちづくり業務、設計業務及び事業ソリューション業務を総合

的に営む単一事業の企業集団であるため、セグメント情報は記載しておりません。

 

（１）生産高実績

当社グループは、単一セグメントであるため、業務の区分別の生産高を記載しております。

業務の区分等 生産高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％）

建設コンサルタント業務

地理空間情報業務

 

621,719

 

20.7

 

122.7

環境業務 52,507 1.7 26.0

まちづくり業務 1,463,270 48.8 141.0

設計業務 447,641 14.9 135.7

事業ソリューション業務等 415,931 13.9 102.4

合計 3,001,068 100.0 120.9

 （注）１．価格の基準は販売価格であります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当第１四半期連結累計期間において会社組織の変更を行なったことに伴い、当該変更後の区分方法により業

務の区分等を組み替えて表示しております。また、業務の区分等のうち、従来の「調査測量・情報業務」は

「地理空間情報業務」に、「街づくり業務」は「まちづくり業務」に名称を変更しております。

（２）受注高実績

当社グループは、単一セグメントであるため、業務の区分別の受注高を記載しております。

業務の区分等 受注高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％）

建設コンサルタント業務

地理空間情報業務

 

838,111

 

19.4

 

129.4

環境業務 179,690 4.2 32.5

まちづくり業務 2,228,969 51.5 169.7

設計業務 980,029 22.6 108.1

事業ソリューション業務等 100,787 2.3 67.7

合計 4,327,586 100.0 121.2

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前期以前に受注した業務で、契約額の増減があるものについては、変更の行われた期の受注高にその増減額

を含んでおります。

３．当第１四半期連結累計期間において会社組織の変更を行なったことに伴い、当該変更後の区分方法により業

務の区分等を組み替えて表示しております。また、業務の区分等のうち、従来の「調査測量・情報業務」は

「地理空間情報業務」に、「街づくり業務」は「まちづくり業務」に名称を変更しております。
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（３）完成高実績

当社グループは、単一セグメントであるため、業務の区分別の完成高を記載しております。

業務の区分等 完成高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％）

建設コンサルタント業務

地理空間情報業務

 

213,902

 

34.0

 

146.4

環境業務 25,598 4.1 51.4

まちづくり業務 260,943 41.5 104.0

設計業務 114,615 18.2 68.6

事業ソリューション業務等 13,438 2.2 71.5

合計 628,496 100.0 99.3

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社グループの売上高（事業ソリューション業務売上高を除く）は、第４四半期連結会計期間に完成する業

務の割合が大きいため、第１、第２、第３四半期連結会計期間までの各四半期連結会計期間の完成高に比べ

第４四半期連結会計期間の完成高が増加する傾向にあり、業績に季節的変動があります。

３．前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の主な相手先別の完成高及び当該完成高の総完成

高に対する割合は次のとおりであります。

相 手 先

前第１四半期連結累計期間
 （自 平成25年６月１日

   至 平成25年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
 （自 平成26年６月１日

   至 平成26年８月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱相鉄アーバンクリエイツ 63,700 10.1 6,000 1.0

４．当第１四半期連結累計期間において会社組織の変更を行なったことに伴い、当該変更後の区分方法により業

務の区分等を組み替えて表示しております。また、業務の区分等のうち、従来の「調査測量・情報業務」は

「地理空間情報業務」に、「街づくり業務」は「まちづくり業務」に名称を変更しております。

（４）手持受注高

当社グループは、単一セグメントであるため、業務の区分別の手持受注高を記載しております。

業務の区分等 手持受注高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％）

建設コンサルタント業務

地理空間情報業務

 

2,160,082

 

16.8

 

103.4

環境業務 688,976 5.4 57.7

まちづくり業務 6,179,572 48.2 120.9

設計業務 2,078,179 16.2 115.0

事業ソリューション業務等 1,720,330 13.4 125.9

合計 12,827,139 100.0 110.9

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第１四半期連結累計期間において会社組織の変更を行なったことに伴い、当該変更後の区分方法により業

務の区分等を組み替えて表示しております。また、業務の区分等のうち、従来の「調査測量・情報業務」は

「地理空間情報業務」に、「街づくり業務」は「まちづくり業務」に名称を変更しております。
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